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労働者派遣基本契約書（長期継続契約・単価契約）【約款】 

 

（総則） 

第１条 発注者（以下「甲」という。）及び受注者（以下「乙」という。）は、契約書及

びこの約款（以下「契約書」という。）に基づき、別添仕様書及び図面等（以下「仕

様書等」という。）に従い、日本国の法令を遵守し、この契約を履行しなければなら

ない。 

２ 乙は、常に善良なる管理者の注意をもって、この契約書に記載する契約期間、仕様

書等により日々履行することとされている業務又は指定する日までに履行すること

とされている業務について、仕様書等に従い、それぞれ日々又は指定する日（以下「指

定期日」という。）までに履行するものとし、甲は、履行が完了した部分に係る代金

を支払う。 

３ 乙は、この契約の履行に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

４ この契約書に定める催告、請求、届出、通知、報告、申出、協議、承諾及び解除は、

書面により行わなければならない。 

５ この契約の履行に関して甲と乙との間で用いる言語は、日本語とする。 

６ この契約書に定める金銭の支払に用いる通貨は、日本円とする。 

７ この契約書及び仕様書等における期間の定めについては、この契約書又は仕様書等

に特別の定めがある場合を除き、民法（明治 29 年法律第 89 号）及び商法（明治 32

年法律第 48 号）の定めるところによるものとする。 

８ この契約は、日本国の法令に準拠するものとする。 

９ この契約に係る訴訟については、甲の事務所の所在地を管轄する日本国の裁判所を

もって合意による専属的管轄裁判所とする。 

（目的） 

第２条 本契約は、乙が自己の雇用する労働者（以下「派遣労働者」という）を当該雇

用関係のもとに甲へ派遣し、甲の指揮命令を受けて労働に従事させることを目的とす

る。 

（個別契約） 

第３条 個別具体的な派遣期間、従事する業務、人数、就業条件など労働者派遣法によ

り派遣契約に定めるべき事項、その他派遣就業に必要な事項については、甲と乙が労

働者派遣個別契約（以下「個別契約」という）を締結し決定する。 

（適用範囲） 

第４条 本契約は、特に定めのない限り、本契約有効期間中に甲乙間で締結されるすべ

ての個別契約に適用する。 

（権利義務譲渡の禁止） 

第５条 乙は、甲の事前の承認なくして、本契約上の地位を第三者に継承させ、あるい

は本契約から生じる権利義務の全部又は一部を第三者に譲渡し、若しくは引き受けさ
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せ、又は担保に供してはならない。 

（法令遵守） 

第６条 甲及び乙は、労働基準法、労働者派遣法、その他の法令を遵守し、適正な派遣

労働者の就業に必要な措置を講じなければならない。 

（派遣料金） 

第７条 甲は乙に対し、労働者派遣の対価として、別途定める派遣料金を支払うものと

する。 

２ 甲が、派遣労働者を所定就業時間を超えて、または所定就業日以外に就業させたと

きは、別途定める割増料金を支払うものとする。 

３ 甲の責に帰すべき事由により、所定の就業日に派遣労働者が就業することができな

かった場合も、乙は甲に派遣料金を請求することができる。 

４ 派遣労働者の甲の業務への遅刻・欠勤等による不就労については、その時間分の派

遣料を乙は甲に請求できない。 

（派遣料金の支払方法） 

第８条 前条の派遣料金は、毎月月末に締め切り、月を単位として、乙の請求により支

払うものとする。 

２ 甲は、前項に規定する請求を受けたときは、その日から起算して 30 日以内に支払

うものとする。 

３ 甲は、前項の支払を遅延したときの遅延利息を政府契約の支払遅延防止等に関する

法律（昭和 24 年法律第 256 号）の定めるところにより乙に支払う。 

（適正な派遣労働者の選定等） 

第９条 乙は、甲の求める業務に対し、適正な能力、経験、人格を備える派遣労働者を

選定し派遣するよう努めるものとする。 

２ 乙は、派遣労働者が甲の指揮命令に従い、甲の職場における諸規定等を遵守するよ

うに、教育・指導その他必要な措置を講ずるものとする。 

３ 乙は、派遣労働者を選定した後、速やかに次の事項を甲に通知するものとする。 

(1) 派遣労働者の氏名及び性別（派遣労働者が 45 歳以上である場合にあってはその

旨並びに当該派遣労働者の氏名及び性別、派遣労働者が 18歳未満である場合にあ

っては当該派遣労働者の年齢並びに氏名及び性別） 

(2) 派遣労働者に係る健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の被保険者資格取得届

の提出の有無。（無の場合はその具体的な理由） 

（適正な就業の確保等） 

第 10 条 甲は、派遣労働者の就業にあたり、派遣先責任者及び指揮命令者をとおして、

良好な職場環境の提供、適切な業務指導を行い、派遣労働者が効率的な業務を行える

よう必要な措置を講ずるものとする。 

（派遣先責任者） 

第 11 条 甲は、事業所その他派遣就業の場所ごとに、自己の雇用する労働者の中から

派遣先責任者を選任し、労働者派遣法の定める派遣労働者の就業に必要な措置を講じ



 3

なければならない。 

（指揮命令者） 

第 12 条 甲は、就業場所ごとに、自己の雇用する労働者の中から指揮命令者を選任し、

派遣労働者が安全かつ適切に業務を処理できるよう指導しなければならない。 

２ 指揮命令者は、本契約及び個別契約の定める事項を守って派遣労働者を指揮命令し、

契約外の業務に従事させてはならない。ただし、甲の職場の規律維持のために必要な

事項を派遣労働者に指示することができる。 

（休暇及び代替者の確保） 

第 13 条 派遣労働者が乙の就業規則に定める年次有給休暇及び特別休暇を申請した場

合、乙は、原則として甲へ事前に通知するものとし、甲は、当該休暇の取得に協力す

るものとする。 

２ 甲は、前項の休暇の取得が業務の運営に支障を来たすときは、乙に取得予定日の変

更、又は必要な場合の代替者の派遣を要求することができる。 

（派遣業務の変更等） 

第 14 条 甲は、必要があると認めるときは、派遣業務の内容を変更し、又は一部を中

止させることができる。この場合において、必要があると認めるときは、甲乙協議し

て書面により契約金額又は履行期限を変更するものとする。 

（予算の減額等による契約変更等） 

第 15 条 甲は、契約期間中であっても、この契約を締結した翌年度以降において、こ

の契約に係る歳出予算の減額又は削除があった場合は、この契約を変更又は解除するこ

とができる。 

（派遣労働者の交代） 

第 16 条 派遣労働者が、甲の業務上の指揮命令に従わない、又は著しく業務能率が低

いなど、労働者派遣の目的を達成できないときは、派遣労働者の交代を要請すること

ができる。ただし、当該派遣労働者の交代が必要な理由を示して要請するものとし、

甲と乙が協議して改善が見込まれるときは、その改善のための対処を優先する。 

（報告等） 

第 17 条 派遣労働者は、勤務報告書を作成し、その内容について毎勤務日に指揮命令

者の確認を受けた後、毎月、甲及び乙に報告するものとする。 

２ 乙は、前項の規定に基づき報告を受けたときは、速やかに甲に通知しなければなら

ない。 

（守秘義務） 

第 18 条 乙及び派遣労働者は、本契約に基づく派遣就業において知り得た甲の業務上

の秘密事項を、派遣中はもちろん派遣終了後であっても、他に漏らしてはならない。

なお、乙は、派遣労働者が秘密事項を他に漏らさぬよう適切な指導をしなければなら

ない。 

（個人情報及び特定個人情報） 

第 19 条 甲は、派遣労働者の個人情報及び特定個人情報を派遣就業の目的以外で使用
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したり、外部に漏えいしてはならない。  

２ 乙は、派遣労働者に対し、派遣就業をとおして使用する個人情報及び特定個人情報

を無断で漏えい、第三者提供などをしないよう指導するものとし、派遣労働者のこれ

ら行為について責任を負うものとする。 

（重責業務の事前通知） 

第 20 条 甲は、派遣労働者を、現金や有価証券などの貴重品を取り扱う業務、自動車

を使用した業務、その他個別契約に定める業務の範囲であっても派遣労働者の故意又

は過失により重大な損失が生じる業務に従事させるときは、乙に対し事前に通知のう

え、甲乙間で別途必要な取扱いを定めるものとする。 

（雇用の禁止） 

第 21 条 甲は、個別契約に定める派遣期間中は、当該派遣に従事する乙の派遣労働者

を雇用してはならない。 

（損害賠償） 

第 22 条 乙は、派遣労働者が甲における指揮命令および諸規定に反し、もしくは故意

または重大な過失により甲に損害を与えたときは、その損害を賠償することとする。

ただし、甲の責に帰すべき事由による場合はこの限りではない。 

（契約保証金） 

第 23 条 次条及び第 24条の規定により契約内容を変更する場合において、契約金額が

増加するときは、その増加の割合に応じて契約保証金の額を変更するものとする。 

２ 前項の規定により契約保証金の額を変更したときは、甲は、その差額を納入させる。

ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、乙は、更なる納入を要しない。 

⑴ 既納保証金が、変更後の契約金額の 10 分の１以上あるとき。 

⑵ 検査に合格した履行部分がある場合において、既納保証金が、変更後の契約金額

から検査に合格した履行部分に対する契約金額相当額を控除した額の 10 分の１以

上あるとき。 

３ 甲は、乙が契約の履行を全て完了し、第８条の規定により契約代金を請求したとき、

又は第 27条若しくは第 28 条の規定により契約が解除されたときは、乙の請求に基づ

き 30 日以内に契約保証金を返還する。 

４ 甲は、契約保証金について、利息を付さない。 

（契約内容の変更等） 

第 24 条 甲は、必要があると認めるときは、乙と協議の上、この契約の内容を変更し、

又は履行を一時中止させることができる。 

２ 前項の規定により契約金額を変更するときは、甲と乙とが協議して定める。 

（天災その他の不可抗力による契約内容の変更） 

第 25 条 契約締結後において、天災事変その他の不測の事件に基づく日本国内での経

済情勢の激変により契約内容が著しく不適当と認められるに至ったときは、その実情

に応じ、甲又は乙は、相手方と協議の上、契約金額その他の契約内容を変更すること

ができる。 
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（甲の催告による解除権） 

第 26 条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当する場合は、相当の期間を定めてその

履行の催告をし、その期間内に履行がないときは、この契約を解除することができ

る。ただし、その期間を経過したときにおける債務の不履行がこの契約及び取引上

の社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。 

(1) 正当な理由なく、指定期日までに派遣労働者を派遣しないとき。 

(2) 指定期日までに派遣労働者を派遣する見込みがないと甲が認めるとき。 

(3) 乙又はその代理人若しくは使用人がこの契約の締結又は履行に当たり、不正な

行為をしたとき。 

(4) 乙又はその代理人若しくは使用人が正当な理由がなく、甲の監督又は検査の実

施に当たり職員の指示に従わないとき、又はその職務の執行を妨害したとき。 

(5) 前各号に掲げる場合のほか、乙が、この契約に違反したとき。 

(6) 乙に重大な法令違反の事実があることが判明し、この契約の相手方として不適

当であると認められるとき。 

（甲の催告によらない解除権） 

第 26 条の２ 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解

除することができる。 

(1) 第５条の規定に違反し、この契約により生じる権利又は義務を第三者に譲渡し、

承継させ、又は担保の目的に供したとき。 

(2) 乙がこの契約の派遣労働者の派遣を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

(3) 乙の債務の一部の履行が不能である場合又は乙がその債務の一部の履行を拒

絶する意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約をした目

的を達することができないとき。 

(4) 派遣労働者の派遣や当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に

履行をしなければ契約をした目的を達することができない場合において、乙が 履

行をしないでその時期を経過したとき。 

(5) 前各号に掲げる場合のほか、乙がその債務の履行をせず、甲が前条の催告をし

ても契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らか

であるとき。 

(6) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

77 号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又は暴力団員（暴力団員による

不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）が経

営に実質的に関与していると認められる者にこの契約により生じる権利又は義務

を譲渡等したとき。 

(7) 第 28 条の規定によらないで、乙がこの契約の解除を申し出たとき。 

(8) 乙が地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第１項の規定に

該当すると判明したとき。 

(9) 公正取引委員会が乙に対し、この契約に関して、私的独占の禁止及び公正取引
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の確保に関する法律（昭和 22 年法律第 54 号）第７条若しくは第８条の２の規定 

に基づく排除措置命令（以下「排除措置命令」という。）又は同法第７条の２（同

法第８条の３において準用する場合を含む。）の規定に基づく課徴金の納付命令

（以下「納付命令」という。）が確定したとき又は排除措置命令又は納付命令にお

いて、この契約に関して、同法第３条又は第８条第１号の規定に違反する行為の

実行としての事業活動があったとされたとき。 

(10) この契約に関して、乙（乙が法人の場合については、その役員又はその使用

人）の刑法（明治 40 年法律第 45 号）第 96 条の６又は同法第 198 条の規定によ

る刑が確定したとき。 

（契約が解除された場合等の違約金） 

第 27 条 次の各号のいずれかに該当する場合においては、乙は、契約金額の 10 分の１

相当額を違約金として甲の指定する期間内に支払わなければならない。ただし、甲に生

じた実際の損害額がこれを超える場合においては、超過分につき賠償を請求することを

妨げるものではない。 

(1) 前２条の規定によりこの契約が解除された場合 

(2) 乙がその債務の履行を拒否し、又は、乙の責めに帰すべき事由によって乙の債

務について履行不能となった場合 

２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第２号に該当する場合とみ

なす。 

(1) 乙について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成１６年法

律第７５号）の規定により選任された破産管財人 

(2) 乙について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成１４

年法律第１５４号）の規定により選任された管財人 

(3) 乙について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成１１

年法律第２２５号）の規定により選任された再生債務者等 

３ 第１項に該当する場合において、契約保証金の納付が行われているときは、甲は、

当該契約保証金を第１項の違約金に充当することができる。 

（協議解除） 

第 28 条 甲は、必要があるときは、乙と協議の上、この契約を解除することができる。 

２ 甲は、前項の規定によりこの契約を解除したことにより乙に損害を及ぼしたときは、

その損害を賠償しなければならない。 

（乙の解除権） 

第 29 条 乙は、次の各号のいずれかに該当する場合は、この契約を解除することがで

きる。 

(1) 第 23 条の規定により、甲が履行を一時中止させ、又は一時中止させようとする

場合において、その中止期間が３月以上に及ぶとき、又は契約期間の３分の２以上

に及ぶとき。 

(2) 第 23 条の規定により、甲が契約内容を変更しようとする場合において、当初の
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契約金額の２分の１以下に減少することとなるとき。 

２ 前条第２項の規定は、前項の規定による解除の場合に準用する。 

（賠償の予定） 

第 30 条 乙は、この契約に関して、第 25 条の２第９号又は第 10 号のいずれかに該当

するときは、甲がこの契約を解除するか否かを問わず、賠償金として、契約金額の

10 分の１に相当する額を支払わなければならない。この契約を履行した後も同様と

する。ただし、第 25条の２第 10号のうち、乙の刑法第 198 条の規定による刑が確定

した場合は、この限りでない。 

２ 第１項の規定は、甲に生じた実際の損害額が同項に規定する賠償金の額を超える場

合においては、超過分につき賠償を請求することを妨げるものではない。 

（相殺） 

第 31 条 甲は、乙に対して有する金銭債権があるときは、乙が甲に対して有する保証

金返還請求権、契約代金請求権及びその他の債権と相殺し、不足があるときは、こ

れを追徴する。 

（情報通信の技術を利用する方法） 

第 32 条 この契約書において書面により行われなければならないこととされている催

告、請求、届出、通知、報告、申出、協議、承諾及び解除は、法令に違反しない限り

において、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法

を用いて行うことができる。ただし、当該方法は書面の交付に準ずるものでなければ

ならない。 

（暴力団等排除に係る契約解除） 

第 33 条 甲は、乙が、飾区契約における暴力団等排除措置要綱（平成 24 年 10 月 29

日付 24総契第 539 号。以下「要綱」という。）別表の各号のいずれか 

に該当するとして（乙が事業協同組合であるときは、その組合員のいずれかの者が

該当する場合を含む。）、要綱に基づく入札参加除外措置を受けた場合は、この契約

を解除することができる。この場合においては、何ら催告を要しないものとする。 

２ 甲は、前項の規定によりこの契約を解除したときは、これによって乙に損害が生じ

ても、その責めを負わないものとする。 

３ 第 26 条第１項及び第３項の規定は、第１項の規定による解除の場合に準用する。 

（再委託禁止等） 

第 34 条 乙は、要綱に基づく入札参加除外措置を受けた者又は飾区（以下「区」と

いう。）の競争入札参加資格を有する者以外の者で区の契約から排除するよう警視庁

から要請があった者（以下「排除要請者」という。）に、再委託してはならない。 

２ 乙が入札参加除外措置を受けた者又は排除要請者に再委託していた場合は、甲は乙

に対して、当該契約の解除を求めることができる。 

３ 前項の規定により契約解除を行った場合の一切の責任は、乙が負うものとする。 

４ 甲は、第２項に規定する契約の解除を求めたにもかかわらず、乙が正当な理由がな

くこれを拒否したと認められるときは、区の契約から排除する措置を講ずることがで
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きる。 

（不当介入等に関する通報報告） 

第 35 条 乙は、この契約の履行に当たって、暴力団等から不当介入等を受けた場合（再

委託した者が暴力団等から不当介入等を受けた場合を含む。以下同じ。）は、速やか

に甲への報告及び警視庁管轄警察署（以下「管轄警察署」という。）への通報（以下

「通報報告」という。）並びに捜査上必要な協力をしなければならない。 

２ 前項の場合において、通報報告に当たっては、書面にて甲及び管轄警察署にそれぞ

れ提出するものとする。ただし、緊急を要し、書面による通報報告ができないときは、

その理由を告げて口頭により通報報告を行うことができる。なお、この場合には、後

日、速やかに甲及び管轄警察署に提出しなければならない。 

３ 乙は、再委託した者が暴力団等から不当介入等を受けた場合は、速やかに乙に対し

て報告するよう当該再委託した者に指導しなければならない。 

４ 甲は、乙が不当介入等を受けたにもかかわらず、正当な理由がなく通報報告を怠っ

たと認められるときは、区の契約から排除する措置を講ずることができる。 

（補則） 

第 36 条 この契約書に定めのない事項については、必要に応じて甲と乙とが協議して

定める。 

 


